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文書番号　第        号
令和　　年    月    日
地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業事務局

申請者    住所
名称　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者名


地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金交付申請書

地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金交付規程第４条の規定に基づき、下記のとおり上記補助金の交付を申請します。

記

１．申請者の概要
　（別紙１　申請者の概要による）

２．間接補助事業の事業計画
（別紙２　事業計画書による）

３．補助金交付申請額
（１）間接補助事業に要する経費			円
（２）補助対象経費					円

４．間接補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額
（別紙３　経費内訳による）

５．間接補助事業の開始及び完了予定年月日
（１）開始年月日　　交付決定年月日
（２）完了予定年月日　　令和　　年　　月　　日

（注）申請書には、次の事項を記載した書面を添付すること。
（１）役員名簿（別紙４）
（２）リース料計算書（別紙５）
（３）内訳書（別紙６）
（４）誓約書（別紙７）
（５）その他事務局が指示する書面等


（別紙１）
申請者の概要

１．申請者の名称及び代表者

	名称
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　協議会

	代表者の氏名と
その所属先
	




２．実施体制図（税込100万円以上の請負・委託契約先関係図）※例を参考に、１．に記載したすべての企業の関係性がわかる体制図を作成してください。協議会の構成員は四角で囲んでください。

（例）
　　　　幹事企業　　　　　協議会構成員
事業者B
ｘｘ県


□□株式会社


△△株式会社


〇〇商工会議所

事業者A




事業者C
事業者D








３．協議会の構成
※　最上段に幹事となる団体名を記載してください。
※　種別は「荷主」「物流事業者」「産業団体・経済団体」「地方公共団体」「その他」のいずれかを入力してください。
※　行が足りない場合は、適宜行を追加してください。

	団体名・企業名
	種別

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	




※「申請者の概要」について、シート全体をコピーし、各社分を作成してください。
（3社分は既にコピーの用意があります。4社目以降の分を、シート全体をコピーして作成してください。）
※数字は「半角数字」で記入してください。
申請者の概要（企業その１）
	企業名
	　
	法人番号 ※半角数字
	　

	区分（大企業/中小企業）
	　

	日本標準産業分類
	大分類
	　
	中分類
	　
	小分類
	　

	　※「日本標準産業分類」：https://www.soumu.go.jp/main_content/000890407.pdf　を参照

	代表者役職・氏名
	　
	URL
	http://

	本社所在地
	〒

	
	

	設立年月
	西暦
	　
	年
	　
	月
	　
	日
	資本金
	円　

	常時使用する
従業員数
	　
	人
	　

	連絡窓口担当者について
	所属部署
	　

	
	役職
	　

	
	氏名
	　

	連絡窓口担当者の
電話番号
	　
	連絡窓口担当者の
メールアドレス
	　

	消費税課税事業者／免税事業者の別
	


	本事業の事業計画の内容に同意しています
	☐


	申請者の沿革　（※【19○○年】　○○設立、【19△△年】XXに名称変更　等）


	申請者の概要
※申請者の営む主な事業を記載してください。
※企業概要（パンフレット等）を別途（様式自由）として添付してください。地方公共団体は企業概要（パンフレット等）の提出は不要です。
　












４．委託先一覧
協議会に参加する全ての構成企業の委託先を記載してください。
	委託元
	事業者名
	住所
	間接補助事業における
役割・業務範囲

	XX株式会社
	事業者A
	東京都ｘｘ区・・・
	※できる限り詳細に記入のこと

	事業者A
	事業者B
	
	

	事業者A
	事業者C
	
	

	〇〇株式会社
	事業者D
	
	

	XX株式会社
	△△研究所
	
	協議会に対するアドバイス

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	





５．事業従事者名簿
	事業に直接従事する者の略歴（※複数人が従事する場合は、従事する者全員の略歴を記載してください。）

	番号
	氏名
	フリガナ
	所属・役職
	· 略歴
· この事業に関する過去取組実績
· この事業における主な担当内容
· 国・地方自治体の補助事業の
事務処理経験有無（証憑整理・提出等）
※経験した事業名、事業の予算規模も
併せて記載

	1 
	
	
	
	

	2 
	
	
	
	　

	3 
	
	
	
	　

	　





（別紙２）
令和　　年　　月　　日

住　　　所　
名    　称　　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者氏名  


事業計画書
（地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金）

１．協議会の名称及び代表者
	名称
	協議会

	代表者の氏名とその所属先
	



２．協議会の構成
	□で囲む
	構成員（担当者）

	荷主
物流事業者
産業団体・経済団体
地方公共団体
その他
	団体名
	

	
	住所
	

	
	担当部署
	

	
	担当者名
	

	
	連絡先
	TEL　　(　　　　　　　    　　 ) 
E-Mail（　　　　　　　　       ）

	荷主
物流事業者
産業団体・経済団体
地方公共団体
その他
	団体名
	

	
	住所
	

	
	担当部署
	

	
	担当者名
	

	
	連絡先
	TEL　　(　　　　　　　　　　　  )
E-Mail（　　　　　　　　        ）

	荷主
物流事業者
産業団体・経済団体
地方公共団体
その他
	団体名
	

	
	住所
	

	
	担当部署
	

	
	担当者名
	

	
	連絡先
	TEL　　(       　　　           ) 
E-Mail（                       ）


※お問い合わせの窓口となる方の担当者の氏名に下線を付けること。
※欄が足りない場合は、別葉にて作成すること。
３．事業の概要
	１）背景・経緯・地域の物流課題


	２）事業の内容






	３）地域産業の目指す姿・目標(定量目標及び効果算定方法を含む)


	４）概要図


	５）事業実施スケジュール（本事業期間内）




４．事業実施体制・役割分担（協議会構成員や委託先、等）
	




５．事業実施スケジュール(対象期間：2027年度以降)
	



６．事業採算性確保に向けた取組み
	



７．「広域リージョン連携」について
	本事業計画内容が、広域リージョン連携推進要綱（令和７年９月２日付け総行行第425号自治体行政局長通知）に規定する「広域リージョン連携ビジョン」に基づくプロジェクトに係るものである場合、以下について記載ください。
・広域リージョンの名称：「○○○○」
・取り組むことを想定する分野名：「○○○○」



８．他の補助制度等（融資含む）との併用状況
	補助対象経費
(工事費/設備費/
整備費/業務費等)
	実施主体
(中央省庁名/自治体名)
	補助事業名等

	
	
	

	
	
	

	
	
	












（別紙３）
経費内訳（間接補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額）
（単位：円）
	間接補助事業の
内容
	補助対象
経費の
区分と内訳
	(A)
間接補助
事業に
要する経費
(総事業費)
	(B)
寄付金
その他の
収入
	(A)-(B)=(C)
総事業費から寄付金その他の収入を控除した額
	補助対象
経費※1
	補助率
	補助金の額
（交付申請額）

	検討経費
	業務費
	
	
	
	
	
	

	
	事務費
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	定額
	

	実証・
事業化
経費
	工事費
	
	
	
	
	
	

	
	設備費
	
	
	
	
	
	

	
	整備費
	
	
	
	
	
	

	
	業務費
	
	
	
	
	
	

	
	事務費
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	1/2以内
	

	合計
	
	
	
	
	
	



（注1） 間接補助事業に要する経費、補助対象経費、補助金の額には消費税相当分の金額は含まないこと。
（注2） 構成員別の配分額が分かる書面を添付すること。（別添）
※１　補助対象経費は総事業費から寄付金その他の収入を控除した額(C)以内の金額とすること



（別添）
経費内訳（間接補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額）（構成員別）
（単位：円）
	構成員名
	間接補助事業の
内容
	補助対象
経費の
区分と内訳
	(A)
間接補助
事業に
要する経費
(総事業費)
	(B)
寄付金
その他の
収入
	(A)-(B)=(C)
総事業費から寄付金その他の収入を控除した額
	補助対象
経費※1
	補助率
	補助金の額
（交付申請額）

	
	検討経費
	業務費
	
	
	
	
	
	

	
	
	事務費
	
	
	
	
	
	

	
	
	合計
	
	
	
	
	定額
	

	
	実証・事業化経費
	工事費
	
	
	
	
	
	

	
	
	設備費
	
	
	
	
	
	

	
	
	整備費
	
	
	
	
	
	

	
	
	業務費
	
	
	
	
	
	

	
	
	事務費
	
	
	
	
	
	

	
	
	合計
	
	
	
	
	1/2以内
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	

	
	検討経費
	業務費
	
	
	
	
	
	

	
	
	事務費
	
	
	
	
	
	

	
	
	合計
	
	
	
	
	定額
	

	
	実証・
事業化
経費
	工事費
	
	
	
	
	
	

	
	
	設備費
	
	
	
	
	
	

	
	
	整備費
	
	
	
	
	
	

	
	
	業務費
	
	
	
	
	
	

	
	
	事務費
	
	
	
	
	
	

	
	
	合計
	
	
	
	
	1/2以内
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	



（注1） 間接補助事業に要する経費、補助対象経費、補助金の額には消費税相当分の金額は含まないこと。
※１　補助対象経費は総事業費から寄付金その他の収入を控除した額(C)以内の金額とすること




（別紙４）

令和　　年　　　月　　　日
役員名簿

	法人名

	



	役職名
	氏名　漢　字
	氏名　カ　ナ
	生年月日
	性別

	
	
	
	和暦
	年
	月
	日
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（注１）役員名簿については、氏名漢字（全角、姓と名の間も全角で１マス空け）、氏名カナ（全角、姓と名の間も全角で１マス空け）、生年月日（全角で大正はＴ、昭和はＳ、平成はＨ、数字は２桁全角）、性別（全角で男性はＭ、女性はＦ）、法人名及び役職名を記載する。
また、外国人については、氏名漢字欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アルファベットのカナ読みを記載すること。
（注２）地方公共団体を除く、全構成員について提出すること。


（別紙５）

リース料計算書
令和　  年　  月　  日

地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金の交付を受けた場合、下記のとおり、締結するリース契約において、リース料総額から当該補助⾦を控除することにより、リース料を軽減します。 
	協議会名
	

	補助対象機器使用者（ユーザー）
	

	リース会社
	



	導⼊設備の名称
	

	法定耐⽤年数
	

	リース期間（年数）
	



	費用項目
（消費税額等除く）
	補助⾦の活⽤

	
	あり
	なし

	①対象設備・機器の額※1（円）　　　　　
	円

	②補助金の額（円）
	円
	

	③補助金充当後の額　①－②（円）
	円
	円

	④金利・保険料等（円）
	円
	円

	リース料総額　③＋④（円）
	円
	円



※１：対象設備・機器の額はメーカーが発⾏した売買契約書に記載された⾦額（税抜）を記載してください。

	（備考）










（別紙６）

原則として見積書は公募要領で示す「対象経費区分」に則った記載となっていることが必要ですが、見積書が「対象経費区分」に則った記載となっていない場合は、「（別紙６）内訳書.xlsx」に必要事項を入力の上、提出すること。


（別紙７）

提出日：令和　　年　　月　　日 
地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業事務局　殿

	協議会名 
	 


 
	幹事者法人名 
	 


 
	代表者役職・氏名 
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞ 


 
	所在地 
	 





地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業補助金に関する誓約書 
　当協議会の幹事者（以下「当法人」という。）は、地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付申請にあたり、地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業事務局（以下「事務局」という。）に対し、補助事業の実施期間中および完了後においても、下記の事項を遵守することを誓約いたします。 
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当法人が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。 

記
1．反社会的勢力の排除 
当法人（個人である場合はその者、法人である場合は当該法人、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）及びその使用人をいう。以下同じ。）は、補助金の交付申請時、補助事業の実施期間中および完了後において、次の各号のいずれにも該当しないことを誓約いたします。 
(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は暴力団員（同法第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき、若しくは暴力団員でなくなった日から5年を経過しない者であるとき 
(2) 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 
(3) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持・運営に協力し若しくは関与しているとき 
(4) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 
(5) 暴力団員等が当法人の事業活動を支配し、又は実質的に事業活動に関与していると認められる関係を有するとき 
2．申請内容の真実性 
補助金の交付申請書、事業計画書その他の提出書類の記載内容は、すべて真実かつ正確であり、虚偽の記載は一切含まれていないことを誓約いたします。 
3．重複受給の排除 
本補助事業の補助対象経費について、国、独立行政法人、地方公共団体その他の機関から、他の補助金、委託費、交付金等の公的助成を受けておらず、また受ける予定がないことを誓約いたします。 
4．利益排除（自社・関係会社調達） 
補助対象経費に係る物品・役務の調達において、当法人自身、親会社、子会社、関連会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第8条に基づく関係会社をいう。）又は代表者の親族（民法第725条に規定する親族をいう。）が経営する法人から調達を行う場合は、当該調達に係る費用から利益相当額を排除し、製造原価又は人件費実費等をもって補助対象経費に計上することを誓約いたします。事務局から求めがあった場合は、原価内訳書、個別損益計算書その他の根拠資料を速やかに提出いたします。 
5．法令遵守 
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という。）、交付規程、実施要領その他関係法令を遵守し、誠実に補助事業を実施いたします。なお、現在、本事業に関連する訴訟による係争はなく、事業運営に支障がないことを確認いたします。 
6．指名停止事業者との契約禁止 
補助事業の実施にあたり、国土交通省から補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている事業者を、100万円（税込み）以上の契約の相手方としないことを誓約いたします。 
7．証拠書類の整備・保管 
補助事業に係る経理について、その収支の事実を明らかにした帳簿を備え、当該帳簿及び証拠書類を、補助事業の完了の日（又は中止若しくは廃止の承認があった日）の属する年度の終了後5年間保存いたします。事務局の要求があったときは、いつでも閲覧に供することができる状態で保管いたします。 
8．会計検査・実地検査への協力 
事務局又は国土交通省が行う書面検査及び実地検査、並びに会計検査院法に基づく会計検査院による検査に対し、誠実に協力するとともに、必要な書類の提出、説明の実施及び施設・設備の公開を速やかに行います。 
9．取得財産の管理・処分制限 
補助事業により取得し又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）については、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金の交付の目的に従って効率的に運用いたします。取得財産等のうち、消費税額を除く部材単価50万円以上のもの（処分制限財産）について、法定耐用年数に相当する期間内に処分（目的外使用、譲渡、交換、貸付け、担保提供を含む。）しようとするときは、あらかじめ事務局の承認を得るものとします。取得財産等管理台帳を整備し、適切に管理いたします。 
10．消費税仕入控除税額の報告 
補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助対象経費に含まれる仕入控除税額が確定した場合は、速やかに事務局に報告し、当該仕入控除税額に補助率を乗じた額を返還いたします。 
11．協議会組成の真正性 
当協議会は、公募要領に定める構成要件を満たして真正に組成されたものであり、構成員はすべて実態を有する法人又は団体であることを確認いたします。協議会の構成員に変更が生じた場合は、速やかに事務局に届け出るものとします。 
12．誓約違反時の措置 
本誓約書に記載の事項に違反した場合又は虚偽の記載があった場合は、交付決定の取消し、補助金の全部又は一部の返還（加算金を含む。）その他適正化法及び関係法令に基づく措置が講じられることを承知し、これに従います。なお、適正化法第29条から第32条に規定する罰則（5年以下の懲役若しくは100万円以下の罰金又はこれの併科）が適用される場合があることを認識しております。 
 
【連絡先】 
	法人名 
	 


 
	担当部署・役職 
	 


 
	氏名 
	 


 
	電話番号 
	 


 
	メールアドレス 
	 


 
 
以上 
 
（注） 
1. 本誓約書は、交付申請書（様式第１）に添付して提出してください。 
2. 協議会の幹事者が代表して提出するものとし、協議会構成員全体に誓約の効力が及ぶものとします。 
3. 「役員等」とは、個人の場合はその者、法人の場合は役員、団体の場合は代表者、理事等その他経営に実質的に関与している者をいいます。 



（様式第２）
文書番号　第        号
令和　　年    月    日

　　　　　　　　　　殿

地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業事務局


地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金交付決定通知書

下記１の補助金交付申請書をもって申請のありました上記補助金については、地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金交付規程第７条の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので通知します。

記

１．補助金の交付の対象となる事業の内容は、次の補助金交付申請書に記載のとおりとします。
提 出 日	　令和　　年　　月　　日
文書番号	　第　　　　　　　　　号

２．補助金の交付に係る交付決定番号、間接補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額は、次のとおりとします。
交付決定番号　　　第　　　　　　　　　号
間接補助事業に要する経費　　　金　　　　　　　　　円
補助対象経費　　　金　　　　　　　　　円
補助金の額　　　金　　　　　　　　　円

ただし、間接補助事業の内容が変更された場合における間接補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額については、別に通知するところによるものとします。

３．間接補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）及び交付規程の定めるところに従わなければなりません。
なお、これらの規定に違反する行為がなされた場合、次の措置が講じられ得ることに留意してください。
（１）適正化法第17条の規定による交付決定の取消し、交付規程第24条第４項の規定による補助金等の返還、交付規程第24条第５項の規定による加算金の徴収及び交付規程第24条第８項の規定による延滞金の徴収
（２）適正化法第29条から第32条までの規定による罰則
（３）相当の期間補助金等の全部又は一部の交付決定を行わないこと。
（４）国土交通省の所管する契約について、一定期間指名等の対象外とすること。
（５）間接補助事業者等の名称及び不正の内容の公表

４．補助金に係る消費税及び地方消費税相当額については、交付規程の定めるところにより、消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかになった場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額を減額することとする。

５．その他、事務局の付した条件を遵守しなければなりません。

（様式第３）
文書番号　第        号
令和　　年    月    日
地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業事務局

事業者    住所
名称　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者名


地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金交付申請取下げ届出書

下記１をもって交付決定のあった上記補助金に係る交付の申請は、下記のとおり取下げることとしたので、地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金交付規程第９条の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。

記


１．交付決定番号及び交付決定年月日
交付決定番号　　　　第　　　　　　　　　号
交付決定年月日　　　　令和　　年　　月　　日

２．交付の申請の取下げ理由


３．取下げられた交付の申請に係る補助対象経費
補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　円


【本取下げ届出に係る連絡先】
	法人名および部署
	担当者名
	電話及びE-mail

	
	
	（電話）
（E-mail）




（様式第４）
文書番号　第        号
令和　　年    月    日
地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業業事務局

事業者    住所
名称　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者名


地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金事業計画変更承認申請書

下記１をもって交付決定のあった上記補助金に係る間接補助事業計画を下記のとおり変更したいので、地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金交付規程第12条第１項の規定に基づき、承認を申請します。

記

１．交付決定番号及び交付決定年月日
交付決定番号　　　　第　　　　　　　　　号
交付決定年月日　　　　令和　　年　　月　　日

２．変更の内容

３．変更の理由

４．変更後の間接補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額
（別紙による）

（注）（１）中止又は廃止若しくは承継に当たっては、中止又は廃止若しくは承継後の措置を含めてこの様式に準じて申請すること。
（２）承継に当たっては、承継に関する当事者の契約書の写し、承継者の経歴及び状況を示す事業概要書及び承継する間接補助事業の責任ある遂行に関する承継者の誓約書を添付すること。


【本間接補助事業計画変更承認申請に係る連絡先】
	法人名および部署
	担当者名
	電話及びE-mail

	
	
	（電話）
（E-mail）







（別紙）
変更後の間接補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額
（単位：円）
	間接補助事業の内容
	補助対象経費の区分と内訳
	間接補助事業に要する経費

	
	
	交付申請額
	変更差額
	変更後の金額

	検討経費
	業務費
	
	
	

	
	事務費
	
	
	

	
	合計
	
	
	

	実証・
事業化経費
	工事費
	
	
	

	
	設備費
	
	
	

	
	整備費
	
	
	

	
	業務費
	
	
	

	
	事務費
	
	
	

	
	合計
	
	
	



（単位：円）
	間接補助事業の内容
	補助対象経費の区分と内訳
	間接補助事業に要する経費
	補助率
	補助金の額

	
	
	交付申請額
	変更差額
	変更後の
金額
	
	交付
申請額
	変更
差額
	変更後の金額

	検討
経費
	業務費
	
	
	
	定額
	
	
	

	
	事務費
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	
	

	実証・事業化
経費
	工事費
	
	
	
	1/2
以内
	
	
	

	
	設備費
	
	
	
	
	
	
	

	
	整備費
	
	
	
	
	
	
	

	
	業務費
	
	
	
	
	
	
	

	
	事務費
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	
	



（注１）間接補助事業に要する経費、補助対象経費、補助金の額には消費税相当分の金額は含まないこと。
（注２）構成員別の配分額が分かる書面を添付すること。（別添）


（別添）
変更後の間接補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額（構成員別）
（単位：円）
	構成員名
	間接補助事業の内容
	補助対象経費の区分と内訳
	間接補助事業に要する経費

	
	
	
	交付申請額
	変更差額
	変更後の金額

	
	検討経費
	業務費
	
	
	

	
	
	事務費
	
	
	

	
	
	合計
	
	
	

	
	実証・
事業化
経費
	工事費
	
	
	

	
	
	設備費
	
	
	

	
	
	整備費
	
	
	

	
	
	業務費
	
	
	

	
	
	事務費
	
	
	

	
	
	合計
	
	
	



（単位：円）
	構成員名
	間接補助事業の内容
	補助対象経費の区分と内訳
	間接補助事業に要する経費
	補助率
	補助金の額

	
	
	
	交付申請額
	変更差額
	変更後の
金額
	
	交付
申請額
	変更
差額
	変更後の金額

	
	検討
経費
	業務費
	
	
	
	定額
	
	
	

	
	
	事務費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	合計
	
	
	
	
	
	
	

	
	実証・事業化
経費
	工事費
	
	
	
	1/2
以内
	
	
	

	
	
	設備費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	整備費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	業務費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	事務費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	合計
	
	
	
	
	
	
	



（注１）間接補助事業に要する経費、補助対象経費、補助金の額には消費税相当分の金額は含まないこと。


（様式第５）
文書番号　第        号
令和　　年    月    日
地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業事務局

事業者    住所
名称　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者名


地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金事故報告書

下記１をもって交付決定のあった上記補助金に係る間接補助事業の遅延等について、地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金交付規程第15条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１．交付決定番号及び交付決定年月日
交付決定番号　　　　第　　　　　　　　　号
交付決定年月日　　　　令和　　年　　月　　日

２．事故の原因及び内容

３．事故に係る金額                  金                　円

４．事故に対して採った措置

５．事故が間接補助事業に及ぼす影響

６．間接補助事業の遂行及び完了予定日



（添付書面等）事故の内容等が確認できる書面等


【本間接補助事業事故報告に係る連絡先】
	法人名および部署
	担当者名
	電話及びE-mail

	
	
	（電話）
（E-mail）





（様式第６）
文書番号　第        号
令和　　年    月    日
地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業事務局

事業者    住所
名称　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者名


地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金事業経費の使用状況報告書

下記１をもって交付決定のあった上記補助金に係る間接補助事業の実施状況について、地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金交付規程第16条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１．交付決定番号及び交付決定年月日
交付決定番号　　　　第　　　　　　　　　号
交付決定年月日　　　　令和　　年　　月　　日

２．補助対象経費の使用状況
（単位：円）
	補助対象経費の区分
	補助対象経費

	
	交付決定額
	実績額
（年月日～年月日）
	支出見込額
（年月日～年月日）

	検討経費-業務費
	
	
	

	検討経費-事務費
	
	
	

	実証・事業化経費-工事費
	
	
	

	実証・事業化経費-設備費
	
	
	

	実証・事業化経費-整備費
	
	
	

	実証・事業化経費-業務費
	
	
	

	実証・事業化経費-事務費
	
	
	

	合　計
	
	
	



【本補助事業実施状況報告に係る連絡先】
	法人名および部署
	担当者名
	電話及びE-mail

	
	
	（電話）
（E-mail）






（様式第７）
文書番号　第        号
令和　　年    月    日
地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業事務局

事業者    住所
名称　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者名

地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金事業実績報告書

下記２をもって交付決定のあった上記補助金に係る間接補助事業が完了しましたので、地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金交付規程第17条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１．間接補助事業の結果の概要
（事業報告書による）
（注）事業報告書は、事務局が別途指示するものとする。

２．補助金の交付決定番号、交付決定年月日及び交付決定額
（１）交付決定番号　　　　　　　　　第　　　　　　　　　　　号
（２）交付決定年月日　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
（３）補助金の交付決定額　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円

３．補助対象経費の実績額及び事業完了年月日
（１）補助対象経費の実績額　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円
（２）事業完了年月日　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

４．補助対象経費の実績額の内訳
（別紙による）
（注）実績報告書には、次の書面等を添付すること。
（１）事務局が指示する書面等

【本間接補助事業実績報告に係る連絡先】
	法人名および部署
	担当者名
	電話及びE-mail

	
	
	（電話）
（E-mail）




（別紙）　　　　　　　　　　　　　　　　　
収支明細表
（単位：円）
	間接補助事業の内容
	補助対象経費の
区分と内訳
	交付決定額

	
	
	補助対象経費
	補助金の額

	検討
費用
	業務費
	
	

	
	事務費
	
	

	
	合計
	
	

	実証・事業化
費用
	工事費
	
	

	
	設備費
	
	

	
	整備費
	
	

	
	業務費
	
	

	
	事務費
	
	

	
	合計
	
	

	合計
	
	



（単位：円）
	間接補助事業の内容
	補助対象経費の
区分と内訳
	決算額（支出）

	
	
	補助対象経費の実績額
	補助対象経費
	補助率
	補助金の額
	備考

	検討
費用
	業務費
	
	
	定額
	
	

	
	事務費
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	

	実証・事業化
費用
	工事費
	
	
	1/2以内
	
	

	
	設備費
	
	
	
	
	

	
	整備費
	
	
	
	
	

	
	業務費
	
	
	
	
	

	
	事務費
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	



（注１）間接補助事業に要する経費、補助対象経費、補助金の額には消費税相当分の金額は含まないこと。
（注２）構成員別の配分額が分かる書面を添付すること。（別添）


（別添）
収支明細表（構成員別）
（単位：円）
	構成員
	間接補助事業の内容
	補助対象経費
の区分と内訳
	交付決定額

	
	
	
	補助対象経費
	補助金の額

	
	検討
費用
	業務費
	
	

	
	
	事務費
	
	

	
	
	合計
	
	

	
	実証・事業化
費用
	工事費
	
	

	
	
	設備費
	
	

	
	
	整備費
	
	

	
	
	業務費
	
	

	
	
	事務費
	
	

	
	
	合計
	
	

	
	合計
	
	



（単位：円）
	構成員
	間接補助事業の内容
	補助対象経費
の区分と内訳
	決算額（支出）

	
	
	
	補助対象経費の実績額
	補助対象経費
	補助率
	補助金の額
	備考

	
	検討
費用
	業務費
	
	
	定額
	
	

	
	
	事務費
	
	
	
	
	

	
	
	合計
	
	
	
	
	

	
	実証・事業化
費用
	工事費
	
	
	1/2以内
	
	

	
	
	設備費
	
	
	
	
	

	
	
	整備費
	
	
	
	
	

	
	
	業務費
	
	
	
	
	

	
	
	事務費
	
	
	
	
	

	
	
	合計
	
	
	
	
	



（注１）間接補助事業に要する経費、補助対象経費、補助金の額には消費税相当分の金額は含まないこと。



（様式第８）
文書番号　第        号
令和　　年    月    日
地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業事務局

事業者    住所
名称　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者名


地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金事業承継承認申請書

下記５をもって交付決定のあった上記補助金に係る間接補助事業の地位を承継し、当該間接補助事業を継続して実施したいので、地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金交付規程第18条の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１．旧間接補助事業者名

２．新間接補助事業者名

３．間接補助事業の地位の承継理由

４．交付決定通知の日付及び番号
交付決定番号　　　第　　　　　　　　　号
交付決定年月日　　　令和　　年　　月　　日

５．交付決定通知に記載された補助金の額
　　　　　　金　　　　　　　　　　　　円


【本間接補助事業承継承認申請に係る連絡先】
	法人名および部署
	担当者名
	電話及びE-mail

	
	
	（電話）
（E-mail）





（様式第９）
文書番号　第        号
令和　　年    月    日

　　　　　　　　　　殿

地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業事務局



地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金交付金額確定通知書

下記２をもって実績報告のありました上記間接補助金については、地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金交付規程第19条第１項の規定に基づき、下記のとおり補助金の額を決定したので通知します。

記

１．補助金の額の決定の対象となる事業の交付決定番号及び交付決定年月日
交付決定番号　　　　　第　　         　　　号
交付決定年月日　　　　　令和　　年　　月　　日

２．実績報告書の文書番号及び年月日
文書番号　　　　　第　　         　　　号
実績報告年月日　　　　　令和　　年　　月　　日

３．間接補助事業の額の確定は、次のとおりとします。
補助金の確定額　　　　　金          　      円

４．間接補助事業者は、補助金の確定額を交付規程第20条第２項の規定に基づき様式第10の精算払請求金額に本通知書による補助金の確定額等を記載し、事務局へ速やかに請求しなければなりません。



（様式第10）
文書番号　第        号
令和　　年    月    日
地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業事務局

事業者    住所
名称　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者名


地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金精算（概算）払請求書

下記２をもって交付決定のあった上記補助金の精算（概算）払を受けたいので、地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金交付規程第20条第２項の規定に基づき、下記のとおり請求します。

記

１．補助金の額の確定番号及び確定年月日
額の確定番号　　　　第　　　　　　　　　号
確定年月日　　　　令和　　年　　月　　日

２．精算（概算）払請求金額（算用数字を使用すること。）
金　　　　　　　　　　円

３．請求金額の算出内訳（概算払の請求をするときに限る。）
（注）概算払の請求をするときには、別紙「概算払請求内訳書」（書式自由）を添付すること。

４．概算払を必要とする理由（概算払の請求をするときに限る。）

５. 振込先

	金融機関名
	
	支店名
	

	金融機関コード
	
	支店コード
	

	預金の種別
	普通　・　当座
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	

	フリガナ
	

	預金の名義
	



【振込に係る連絡先】
	法人名および部署
	担当者名
	電話及びE-mail

	
	
	（電話）
（E-mail）







（様式第11）
文書番号　第        号
令和　　年    月    日
地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業事務局

事業者    住所
名称　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者名


令和　年度消費税額及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書

地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金交付規程第21条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記


１．補助金額（交付規程第21条第１項による額の確定額）　　	金　　　　　　　円

２．補助金の確定時における消費税及び地方消費税に
係る仕入控除税額	　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　金　　　　　　　円

３．消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に
係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額　　　　　　　　金　　　　　　　円

４．補助金返還相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　円

（注）別紙として積算の内訳（書式自由）を添付すること。


（様式第12）
文書番号　第        号
令和　　年    月    日
地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業事務局

事業者    住所
名称　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者名


地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金返還報告書

下記２をもって交付決定のあった上記補助金に係る間接補助事業について、地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金交付規程第22条第７項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１．交付決定番号及び交付決定年月日
交付決定番号　　　　　第　　         　　　号
交付決定年月日　　　　　令和　　年　　月　　日

２．補助の額の確定通知番号及び確定年月日
額の確定番号　　　　第　　　　　　　　　号
確定年月日　　　　令和　　年　　月　　日

３．既に交付を受けている補助金の額
　　　　　金　　　　　　　　　　　　円

４．返還を請求された金額及び年月日
返還請求された金額　　金　　　　　　　　　円
請求年月日　　令和　　年　　月　　日

５．返還した金額及び年月日
（１）返還金　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（２）加算金　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（３）返還年月日　　　　　　令和　　年　　月　　日

【本返還請求に係る連絡先】
	法人名および部署
	担当者名
	電話及びE-mail

	
	
	（電話）
（E-mail）





（様式第13）

取得財産等管理台帳
（令和　　年度）

交付決定番号　　第　　　　　　号

	区分
	財産名
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得年月日
	処分制限期間
	保管場所
	備考

	
	
	
	
	  　　 円
	  　　 円
	
	
	
	



（注）
（１）対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が本交付規程第26条第１項に定める処分制限額以上の財産とする。
（２）財産名の区分は、（ア）不動産、（イ）船舶、航空機、浮標、浮さん橋及び浮ドツク、（ウ）（ア）（イ）に掲げるものの従物、（エ）車両及び運搬具、工具、器具及び備品、機械及び装置、（オ）無形資産、（カ）開発研究用資産、（キ）その他の物件とする。
（３）数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。
（４）取得年月日は、検収年月日を記載すること。
（５）処分制限期間は、国土交通省所管補助金等交付規則第１１条に定める期間を記載すること。



（様式第14）

取得財産等管理明細表
（令和　　年度）

交付決定番号　　第　　　　　　号

	区分
	財産名
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得年月日
	処分制限期間
	保管場所
	備考

	
	
	
	
	円
	円
	
	
	
	



（注）
(１)対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が本交付規程第26条第１項に定める処分制限額以上の財産とする。
(２)財産名の区分は、（ア）不動産、（イ）船舶、航空機、浮標、浮さん橋及び浮ドツク、（ウ）（ア）（イ）に掲げるものの従物、（エ）車両及び運搬具、工具、器具及び備品、機械及び装置、（オ）無形資産、（カ）開発研究用資産、（キ）その他の物件とする。
(３)数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。
(４)取得年月日は、検収年月日を記載すること。
(５)処分制限期間は、国土交通省所管補助金等交付規則第１１条に定める期間を記載すること。



（様式第15）
文書番号　第        号
令和　　年    月    日
地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業事務局

事業者    住所
名称　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者名

地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金事業財産処分承認申請書

下記１をもって交付決定のあった上記補助金に係る間接補助事業について、地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金交付規程第26条第３項の規定に基づき、下記のとおり承認を申請します。

記

１．交付決定番号及び交付決定年月日
交付決定番号　　　　第　　　　　　　　　号
交付決定年月日　　　　令和　　年　　月　　日

２．処分しようとする財産及び理由
	財産の名称
	財産名
（仕様）
	数量
	処分の方法
（注１）
	処分の理由
	備考
（処分の時期等）

	
	
	
	
	
	



３．相手方（住所、氏名、使用の場所及び流用の目的）（注２）

４．処分の条件（注２）

（注）
（１）処分の方法として売却、譲渡、交換、貸与、担保提供等の別を記載する。
（２）　１.売却、譲渡、交換、貸与、担保提供等の相手方のある場合は、それぞれの相手方及び条件について記載
する。
２.取得財産が共有の場合は、備考に共有相手先及び共有比率を記載すること。

【本間接補助事業財産処分承認申請に係る連絡先】
	法人名および部署
	担当者名
	電話及びE-mail

	
	
	（電話）
（E-mail）






（様式第16）


文書番号　第        号
令和　　年    月    日

　　　　　　　　　　殿

地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業事務局


地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金不採択通知書

令和８年〇月〇日付けで、貴殿から提出のあった下記の事業申請書について、厳正な審査を行った結果、不採択となりましたので、その旨通知いたします。
なお、審査に係る内容や不採択理由は、一切お答えできませんので、ご了承いただきますようお願い申し上げます。

記

不採択の事業内容は、次の交付申請書に記載のとおりとします。
提 出 日	　令和　　年　　月　　日
文書番号	　第　　　　　　　　　号

以上


（様式第17）
文書番号　第        号
令和　　年    月    日
　殿

地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業事務局


地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金計画変更承認通知書


提出のありました様式第４による「事業計画変更承認申請書」につきまして、以下の通り承認しましたので通知します。


記

文書番号		第　　　　　　　　　号
提出年月日		令和　　年　　月　　日


注記事項
※ 本通知書をもって計画変更の承認とします。
※ なお、金額や協議会名、代表者名等の変更の場合は、別途様式第２（交付決定通知書）の訂正版を送付します。


以上


(様式第18)
文書番号　第        号
令和　　年    月    日
　殿

地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業事務局


地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金　事業計画変更不承認通知書


提出のありました様式第４による「事業計画変更承認申請書」につきまして、審査の結果、以下の通り承認しないこととしましたので通知します。


記

1. 申請の内容
文書番号		第　　　　　　　　　号
提出年月日		令和　　年　　月　　日


2. 不承認の理由
　本件申請については、公募要領および交付規程に基づき審査を行いましたが、以下の理由により、事業期間内における承認手続きを行うことができませんでした。

（具体的な理由を記載）

3. 取扱い
　本件計画変更は不承認となるため、当初承認された事業計画に含まれていない経費については、補助対象外（全額自己負担）として取り扱われます。なお、計画変更の承認前に発生した契約行為、支出済経費等については、計画変更申請の提出をもって補助対象として認められることはありません。

注記事項
※ 本通知書をもって当該計画変更申請は不承認と確定します。
※ 当初承認されている事業計画の範囲内での事業実施および経費計上を妨げるものではありません。
※ 本件に関し、期限後の追加提出、再申請、事後承認は認められません。

以上


（様式第19)
提出日：令和　　年    月    日

地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業事務局　殿


協議会名        
法人名		
代表者役職・氏名	
所在地		


地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金概算払いに関する誓約書


当法人は、「地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金交付規程」（以下「交付規程」という。）第20条に基づき、地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業事務局（以下「事務局」という。）に対し、地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金（以下「補助金」という。）の概算払いを申請するにあたり、下記の内容を確認し遵守することを誓約いたします。

記

1. 補助金余剰金の返還義務
　交付規程第19条に基づき確定した補助金の額が、概算払いをとして受領した金額を下回った場合、その差額に相当する金額（以下「返還金額」という。）を、事務局が発行する返還請求書に定める期日までに事務局に返還いたします。

2. 概算払いの受領者の特定
　当法人が、当社が所属する協議会における唯一の概算払い受領者であることを確認し、一協議会につき一法人に限り概算払いが行われることを承知しております。

3. 誓約違反時の措置
　本誓約書に記載の事項に違反した場合は、補助金適正化法その他関係法令に基づく措置が講じられることを承知しております。なお、返還請求書に定める期日までに第１項に定める金額を返還しなかった場合、未納に係る返還金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利 10.95 パーセントの割合で計算した延滞金を支払うものとします。


【連絡先】
法人名
担当部署・役職
氏名
電話番号
メールアドレス

以上


（様式第20)
文書番号　第        号
令和　　年    月    日

　　　　　　　　　　殿

地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業事務局



地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金概算払承認書

下記２をもって請求のありました上記間接補助金については、地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金交付規程第20条第１項の規定に基づき、下記のとおり補助金の概算払を承認したので通知します。

記

１．補助金概算払の対象となる事業の交付決定番号及び交付決定年月日
交付決定番号		第　　         　　　号
交付決定年月日	　	令和　　年　　月　　日

２．概算払請求書の文書番号及び年月日
文書番号		第　　         　　　号
申請年月日　　　　令和　　年　　月　　日

３．間接補助事業の概算払額は、次のとおりとします。
補助金の概算払額	金          　      円

４．注意事項
· 事業完了後は、実績報告書を提出し、事務局からの指示に従い精算手続きを行ってください。
· 事業実施において不正が発覚した場合、補助金の返還を求める場合がございます。



（様式第21）
文書番号　第        号
令和　　年    月    日
　殿

地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業事務局

地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業費補助金交付金額返還請求書

下記の通り、概算払いによる交付額が確定額を上回ったため、補助金適正化法第18条及び交付規程第19条の規定に基づき、下記金額の返還を請求します。
つきましては、下記口座へお振込み下さいますようお願い申し上げます。

記

１．補助金の額の確定番号及び確定年月日
額の確定番号　　　　第　　　　　　　　　号
確定年月日　　　　令和　　年　　月　　日

２．確定額
金　　　　　　　　　　円

３．概算払済額
金　　　　　　　　　　円

４．返還金額
　　（概算払済額 - 確定額）
金　　　　　　　　　　円

５．返還期限		　　　令和　　年　　月　　日
　　　

６. 振込先

	金融機関名
	
	支店名
	

	金融機関コード
	
	支店コード
	

	預金の種別
	
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	

	フリガナ
	

	預金の名義
	



【振込に係る連絡先】
	法人名および部署
	電話及びE-mail

	
	（電話）
（E-mail）




1

